


は　じ　め　に

　現在、日本全体のデジタル改革が急ピッチで進められ、社会全体のデジタル・トラ

ンスフォーメーション（DX）を推進する動きが加速化しています。

　デジタル化の動きの中で、経理の電子化による生産性の向上が強く求められ、コロ

ナ禍でテレワーク勤務が日常となり、クラウド会計ソフト等が普及して使い勝手がよ

くなり、誰でも電子により帳簿を作成することが容易な時代になりました。

　これまで電子帳簿等保存制度は、大企業だけが利用するものというイメージがあ

り、中小企業にとっては馴染みがないものでした。実際、そのハードルは高く、中小

企業等ではほとんど利用されていませんでした。

　デジタル改革を受けて、モニターや説明書の備付け等だけで、誰でも電子で帳簿を

保存することができる新たな保存制度が令和 4年からスタートしました。この制度

の利用によって、ペーパーレス化や経理、記帳コストの削減が図られることになります。

　また、これまで紙の書類を相手方に郵送等により交付していた時代から、メール等

のインターネットを使って取引内容をデータで相手方に通知することが当たり前の時

代となりました。これらの取引関係書類については、取引があったことを証明する資

料となることから、プリントアウトした紙ではなく、電子データによる保存が令和４

年から求められています（この電子データ保存については、令和５年 12月までは、

紙での保存でもよいことになりました）。

　本冊子では、電子で帳簿や書類を保存するにはどのようにしたらよいのか、電子

データの保存とはどのようなものなのか、電子化のメリットにはどのようなものがあ

るのかなどを、一般の方が読んでもわかるようにイラストや図解等を多く採り入れ、

できるだけわかりやすい言葉を使って解説しました。

　本冊子が、中小企業の皆さまにとって、新たな電子帳簿等保存制度への対応ための

準備の一助となれば幸いです。
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■まずフローチャートでチェック！
　当社は電子帳簿保存法に対応している !?

 １　電子帳簿・書類保存制度
① 帳簿

自己が最初から一貫してコンピュータ
を使用して作成している帳簿＊1

紙に手書きの部分
があるなどして
作成している帳簿 した紙の帳簿

プリントアウト
電子的に作成し、

モニター、説明書の備付け等の
最低限の要件＊2を満たしている

紙で保存

電子帳簿保存法に適合しないので
紙にプリントアウトして保存

「最低限の要件を満たす電子帳簿」＊3
として電子保存

電子帳簿保存法に適合

さらに、訂正・削除・追加履歴の確保
等の優良な電子帳簿の保存要件＊4

を満たしている

「優良な電子帳簿」＊5として
電子保存

電子帳簿保存法に適合

yes

yes

no

yes

yes

帳　　簿

＊１　14ページ　Ⅰ「２　対象となる帳簿」参照
＊２～５　16ページ　Ⅰ「４　電子保存を行うための
　要件」参照
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■まずフローチャートでチェック！　当社は電子帳簿保存法に対応している !?

② 書類

自己が一貫してコンピュータを使用して
作成している次の書類＊1

・損益計算書、貸借対照表等の決算関係
　書類
・取引相手に交付する請求書、領収書な
　どの控え

左記以外
の書類

電子帳簿保存法に適合

yes

no

書　　類

＊１　15ページ　Ⅰ「３　対象となる書類」参照
＊２　16ページ　Ⅰ「４　電子保存を行うための要件」参照

電子帳簿・書類保存制度（書類）
として電子保存

モニター、説明書の備付け等の
保存要件＊2を満たしている

紙で保存

電子帳簿保存法
に適合しないので
紙にプリントアウ
トして保存
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 ２　スキャナ保存制度

yes

yes

no

取引書類

＊１　23ページ　Ⅱ「２　対象となる書類」参照
＊２　27ページ　Ⅱ「４　対応する「スキャナ」と手続」参照
＊３　24ページ　Ⅱ「３　スキャナ保存を行うための要件」参照

取引相手から受け取った書類、自己が作成して取引相手方に交付した書類の写し＊1

スキャナ＊2で読み取り

タイムスタンプやヴァージョン管理
などスキャナ保存制度の要件＊3を

満たす

スキャナにより電子化した書類を
保存。原本の紙は廃棄可能

紙の原本を保存。
社内経理の便宜のためスキャナ
したデータは任意で保存

電子帳簿保存法に適合
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■まずフローチャートでチェック！　当社は電子帳簿保存法に対応している !?

 ３　電子取引データ保存制度

＊１　36ページ　Ⅲ「３　電子保存しなければならない取引データ」参照
＊２　37ページ　Ⅲ「４　電子取引データ保存を行うための要件」参照
＊３　令和４年１月１日から令和５年12月31日までに行う電子取引については、電子取引データ保存への円滑な移
　　　行のための宥恕措置が講じられ、プリントアウトして保存し税務調査等の際に提示・提出できるようにして
　　　いれば差し支えありませんでしたが、令和６年１月１日以後に行う電子取引からは、必ず電子データで保存
　　　しなければならなくなります。

no

電子取引データ

電子メール等で請求書、領収書など
の取引情報に関する電子データの

送付・受領＊1

電子メール等でメモなどの
取引情報の含まれていない
電子データの送付・受領

申告所得税・法人税に関して帳簿
書類の保存義務があるすべての者は、
保存要件＊2に従って、電子データを

保存しなければならない

保存義務なし
任意で保存

電子帳簿保存法の
保存要件に従って電子データを保存＊3

税法に
違反
↓

青色申告
承認取消し
の事由等に
該当する
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■電子帳簿保存法は、どのような法律？

　所得税法や法人税法、消費税法などの各税法で紙での保
存が義務付けられている帳簿や書類について、一定の保存
要件を満たした上で電子データ（電磁的記録）による保存
ができることを定めた法律です。
　また、電子的に授受した請求書や領収書などの取引情報
の保存義務なども定めています。
　電子帳簿保存法上、電子データによる保存は、大きく次
の３つの制度に分けられています。
①　電子帳簿・書類保存制度
②　スキャナ保存制度
③　電子取引データ保存制度

　電子帳簿保存法って、どんな法律なんだろ
う？

●電子帳簿・書類保存制度
帳簿（仕訳帳等）や国税関係書類（決算関係書類等）のうち自己が最初の記録段階から一貫
して電⼦計算機を使用して作成しているものを一定の要件の下でデータのまま保存できる

●スキャナ保存制度
決算関係書類を除く国税関係書類（例：取引先から受領した領収書・請求書等）につい
ては、その書類を保存する代わりとして、一定の要件の下でスマホやスキャナで読み取っ
たデータを保存することができる

●電子取引データ保存制度
申告所得税・法人税に関する帳簿書類の保存義務者は、取引情報のやりとりをデータで
⾏った場合には、一定の要件の下、そのデータを保存することが必要
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■そもそも電子帳簿保存法は、どのような法律？

電子データで保存する
ことができる

紙での保存が不要に‼

●電子帳簿保存法を適用しなければ…

紙で保存
しなければならない

●電子帳簿保存法を適用すれば！

所得税法
法人税法
消費税法

・
・
・

税　 法 帳　簿

書　類

① 電子帳簿・書類保存制度、② スキャナ保存制度⇒ 利用したい方が利用

③ 電子取引データ保存制度⇒ 対応する必要がある

●令和３年末までは…

●令和４年からは…

プリントアウト
して保存

電子的にやり取りした請求書等の取引情報を電子データで保存しなければならない

電子メール・インターネット取引

電子メール・インターネット取引

請求書・領収書など

請求書・領収書など
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■なぜ電子帳簿保存法が改正に？

　電子帳簿保存法の改正の背景には、次のような、わが国
が置かれた状況があるのです。
　それを打開するために、改正が行われました。

　なぜ令和３年度税制改正で、電子帳簿保存法
が改正されることになったんだろう？

● �DX…Digital Transformation（デジタル・トランスフォーメーション）。
　 �進化したデジタル技術を使って、人々の暮らしを変革する。既存の価値観や

枠組みを根底から覆す革新的なイノベーションをもたらすもの。

感染症対応でわが国のデジタル化の遅れなど
様々な課題が浮き彫りに

社会全体の DX を強力に推進する必要。
大胆な税務手続のデジタル化を推進。

電帳法を抜本的に見直し、経理の電子化に
よる生産性向上、テレワーク推進等を図る！
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■なぜ電子帳簿保存法が改正に？

　もう少し詳しく、電子帳簿等保存制度の見直しの考え方
をみていきましょう。
　納税環境のデジタル化の中で、電子帳簿等保存制度の見
直しの考え方については、次のような説明がされています。

　税制を含め、社会全体のデジタル・トランスフォーメー
ションへの取組みが強く求められています。

ポ イ ン ト

ポ イ ン ト

● �経済社会のデジタル化を踏まえ、経理の電子化による生産性の向上、テレワーク
の推進、クラウド会計ソフト等の活用による記帳水準の向上に資するため、国税
関係帳簿書類を電子的に保存する際の手続を抜本的に見直す。

● �デジタル化は、単にアナログの手続をデジタル化すればよいのではなく（デジタ
イゼーション）、デジタル技術を用いて製品やサービスの付加価値を高め（デジタ
ライゼーション）、さらには、進化したデジタル技術を使って、人々の暮らしを変
革し、既存の価値観や枠組みを根底から覆して革新的なイノベーションをもたら
すものであり、社会全体のデジタル・トランスフォーメーションを強力に推進さ
せる必要があります。

● �税制においても、国民の利便性や生産性向上の観点から、わが国のデジタル・ト
ランスフォーメーションの取組みを強力に推進する必要があります。

● �税務行政についても、デジタルの活用により、行政サービスや業務の在り方を抜
本的に見直すデジタル・トランスフォーメーションへの取組みが強く求められて
います。
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　自己がコンピュータを使用して作成する帳簿です。
　例えば、仕訳帳、総勘定元帳、経費帳、売上帳、仕入帳など
です。

　電子保存が認められる帳簿って、どのような
ものなの？

2 対象となる帳簿

ポ イ ン ト
● �一部の帳簿のみを電子データによって保存することもできます。
　【例】�仕訳帳と総勘定元帳を電子データで保存し、他の帳簿は紙で保存することも

可能です。
● �帳簿は、備え付け記録を蓄積していく段階の始めから終わりまでをコンピュータ

を使用して作成する場合をいうので、備付け開始の日である課税期間の初日から
一貫してコンピュータを使用して作成することになります。

● �作成する過程で一部を手書きで記録するなど、一貫してコンピュータを使用して
作成していない帳簿については、この制度の適用は受けられません。

● �優良な電子帳簿（16 ページ参照）については、「過少申告加算税の軽減措置」の
適用が受けられます。

● 優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置の創設

　一定の国税関係帳簿（注）について優良な電子帳簿の要件を満たして電磁的記録に

よる備付けおよび保存を行い、軽減措置の適用を受ける旨等を記載した届出書をあら

かじめ所轄税務署長に提出している保存義務者について、その国税関係帳簿（優良な

電子帳簿）に記録された事項に関し申告漏れがあった場合には、その申告漏れに課さ

れる過少申告加算税が５％軽減されます（申告漏れについて、隠蔽し、または仮装さ

れた事実がある場合には適用はありません）。
（注）一定の国税関係帳簿とは、所得税法・法人税法に基づき青色申告者（青色申告法人）が保存しなけ

ればならないこととされる総勘定元帳、仕訳帳その他必要な帳簿（売掛帳や固定資産台帳等）または
消費税法に基づき事業者が保存しなければならないこととされている帳簿をいいます。
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Ⅰ 電子帳簿・書類保存制度とその対応

　次の２つがあります。
①　自己がコンピュータを使用して作成する決算関係書類
　　例えば、貸借対照表、損益計算書などです。
②�　自己がコンピュータを使用して作成して取引相手に交付す

る書類の写し
　�　例えば、見積書、請求書、納品書、領収書などの“控え”

などです。

　電子保存が認められる書類って、どのような
ものなの？

3 対象となる書類

ポ イ ン ト
● �一部の書類のみを電子データによって保存することもできます。
　【例】�合理的に区分できる書類の種類の単位ごとまたは事業所ごとなど、一定の継

続性をもって電子データで保存し、他の書類は紙で保存することも可能です。
● �書類は、帳簿と異なり、記録を蓄積していく段階が存在しないことから、作成と

同時に保存が開始されるものであるため、課税期間の途中からでも、電子データ
によって保存を開始することができます。

● �作成する過程で一部を手書きで記録するなど、一貫してコンピュータを使用して
作成していない書類については、この制度の適用は受けられません。

決算書

写
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